
下関市パブリックコメント実施要綱

（目的）

第１条 この要綱は、下関市市民協働参画条例（平成１７年条例第１３４号。以

下「協働参画条例」という。）第９条において、市民参画の方法の一つとして

例示されているパブリックコメントの実施に関し必要な事項を定めることに

より、市民の意見を考慮した行政の意思決定を行う仕組みを確立し、もって

市民の市政への参画を促進し、公正で開かれた市政の推進に資することを目

的とする。

（定義）

第２条 この要綱においてパブリックコメントとは、本市の基本的な施策等を

決定する過程において、その施策等の案を広く市民に公表し、これに対して

市民から提出された意見等の概要及びこれに対する市の考え方等を公表する

とともに、その市民から提出された意見等を考慮して当該施策等の決定を行

う一連の意見募集に関する手続きをいう。

２ この要綱において実施機関とは、協働参画条例第２条第７号に規定する実

施機関をいう。

（対象事項）

第３条 パブリックコメントを実施すべき対象（以下「実施対象」という。）は、

協働参画条例第８条に規定する市民参画の対象とする。

２ 実施対象の判断は、協働参画条例の趣旨を尊重し、実施機関が自らの責任

において個別に行うものとする。

（公表時期等）

第４条 実施機関は、実施対象について意思決定を行う前の適切な時期に、当

該実施対象の案を公表する。

２ 実施機関は、実施対象の案を公表するときは、併せて次に掲げる関係資料

を公表するように努めるものとする。

(1) 実施対象の案を作成した趣旨、目的及び背景

(2) 実施対象の案の概要

(3) その他実施対象の案に関する資料



（公表方法等）

第５条 前条に規定する公表は、次に掲げる方法により行うものとする。

(1) 市のホームページへの掲載

(2) 実施機関が指定する場所（以下「実施場所」という。）での閲覧又は配布

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、公表する実施対象の案の内容が著

しく多大であるため、その全部を市のホームページに掲載することが困難な

場合にあっては、その一部をこれに掲載しないことができる。この場合にお

いて、実施機関は、当該実施対象の案について、全体の入手方法を明示するも

のとする。

３ 第１項第２号に規定する閲覧又は配布に当たっては、実施対象の内容を踏

まえ実施場所を決定するとともに、実施対象の案を広く市民に公表するため、

多くの施設を実施場所に指定するよう努めるものとする。

（意見提出の期間及び方法）

第６条 実施機関は、次に掲げる方法により、実施対象の案に対する市民から

の意見の提出を受け付けるものとする。

(1) 郵便

(2) ファクシミリ

(3) 電子メール

(4) 実施場所における書面の提出

２ 前項に規定する意見の提出期間については、実施機関が、市民が意見を提

出するために必要と判断される期間等を勘案し、１か月程度を目安として定

め、第４条に規定する実施対象の案の公表時において、当該期間について明

示するものとする。

３ 意見を提出しようとする市民は、意見を提出する際に、住所、氏名又は団体

名及び電話番号を明記しなければならない。

４ 実施機関は、実施対象の案に対する意見と併せて当該意見を提出した市民

の住所、氏名又は団体名を公表する場合には、実施対象の案の公表時におい

て、その旨を明示するものとする。

５ 前各項に規定するもののほか、実施対象の案に対する意見提出の方法等の

必要な事項については、第４条に規定する実施対象の案の公表時において、



明示するものとする。

（提出された意見の処理）

第７条 実施機関は、前条の規定により提出された意見を考慮して、実施対象

について最終的な意思決定を行うものとする。

２ 実施機関は、前項の意思決定を行ったときは、前条の規定に基づき市民か

ら提出された意見及びこれに対する市の考え方を公表するものとする。この

場合において、提出された意見が多い場合にあっては要点を整理して、類似

の意見にあってはまとめて公表することができるものとする。

３ 前項の公表に当たっては、意見の提出者への個別の回答は行わないものと

する。

４ 第２項の規定にかかわらず、次に掲げるものについては、意見自体は公表するが、

市の考え方を付する対象でない意見（以下「対象外意見」という。）として扱うこと

ができるものとする。

(1) 賛否の結論のみを示した意見

(2) 内容が実施対象の内容に合致しない意見

(3) 前条に規定する意見提出の定めに違反して提出された意見

５ 前項の規定により対象外意見として取り扱う意思決定をするに当たっては、

その妥当性及び理由を精査し、対象外意見として取り扱うこととした場合は、

その旨を公表するものとする。

６ 第２項及び第４項の規定にかかわらず、下関市情報公開条例（平成１７年

条例第１６号）第６条第１項に掲げる情報に該当するもの（前条第４項に規

定する場合を除く。）、法令等に違反し、又はそのおそれのあるもの、人権侵

害、差別又は名誉毀損のおそれのあるもの、公の秩序又は善良な風俗に反す

るもの等、実施機関において市が公表するのにふさわしくないと判断する意

見の一部又は全部については公表しないものとする。

７ 第２項及び第５項に規定する公表の方法については、第５条第１項の規定

を準用する。

（一覧の作成及び公表）

第８条 市長は、パブリックコメントの実施状況に関する一覧表を作成し、本

市のホームページに掲載するものとする。



（その他）

第９条 前各条に定めるもののほか、パブリックコメントの実施に関し必要な

事項は、実施機関が定めるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成１７年２月１４日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱の施行の際、現に実施の途上にある実施対象については、この要

綱の規定は適用しない。

附 則

この要綱は、平成１８年６月２９日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。


